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１．はじめに

平成 27 年 7 月 3 日に職務発明制度に関する特許法

が国会を通過し，同年 7 月 10 日に公布された(1)。こ

の改正特許法は平成 28 年 4 月 1 日より施行される予

定である。また，この改正における一つの注目ポイン

トである改正特許法 35 条 6 項の「指針」についてもパ

ブリックコメントに付され，その結果，修正が入った

ものが公表されている(2)。

企業においては，研究開発の成果を事業化し，収益

に貢献する上において，その事業を特許等の知的財産

権で守り，かつ活用することが益々重要になっている

ことは論を待たないが，その中で後ろ向きの争いの原

因となっていた職務発明問題について，特許を受ける

権利が初めから使用者（企業）に帰属することを企業

が選択できる法制度に改正されたことにより，近い将

来企業がこの問題から解放される可能性をもたらすも

のであり，極めて大きな意義がある。

本稿では，主として企業の立場からこの改正特許法

についてその改正内容と不合理かどうかの予見可能性

を高めることを支援するために策定された「指針」の

ポイントについて論じてみたい。

２．職務発明制度の改正の背景

（１） 平成 16年改正法

大正 10 年の特許法改正において，特許を受ける権

利が従業員に帰属し，企業はその権利を（予約）承継
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職務発明制度の改正について

特許法35条に規定される「職務発明制度」に関しては，オリンパス事件や日亜化学事件等を受け，平成16

年に，使用者等が従業者等に「相当の対価」を付与する際の手続きを重視し，その手続きに従って付与された

「相当の対価」が不合理でなければ，裁判所においてもその「相当の対価」を付与したことが尊重されるという

規定に改正された。しかしながら，改正法の下でも職務発明訴訟が提起され，また二重譲渡問題や権利の不安

定性の問題なども顕現し，近年これらの問題を一掃する法改正が産業界を中心に強く主張されてきたところで

ある。このような状況を受け，平成27年の法改正により，特許を受ける権利を従業者等に帰属させるか，ま

たは最初から使用者等に帰属させるかを使用者等が選択できる新たな職務発明制度が導入され，本年 4月 1

日より施行される。さらに，使用者等が適正で予見可能性の高い「相当の対価」に代わる「相当の経済上の利

益」を付与するための「指針」も策定されており，改正法施行後遅滞なく公表される予定である。本稿では，

この職務発明に係る特許法35条の改正内容と「指針」について主として企業の立場から概観する。

要 約



できるが，その反対給付として相当の対価の支払いが

義務付けられるという枠組みが制定され，昭和 36 年

法でもこの考え方が維持されてきた。然るに，平成 15

年のオリンパス職務発明事件の最高裁判所判決(3)や青

色発光ダイオード事件東京地方裁判所判決(4)などを受

け，平成 16 年（2004 年）の特許法改正により，「相当

の対価」を決定するにおいては企業における対価の付

与にかかる手続を重視することが規定された。

この平成 16 年改正法によれば，相当の対価の支払

いについて，協議の状況，開示の状況，意見の聴取の

状況等について，不合理でなければその支払いは裁判

所において尊重され，不合理であると認められる場合

は裁判所において対価の額が決定されることになる。

（２） 更なる改正の必要性

しかしながら，なお，この改正法の下でも対価をめ

ぐる訴訟が提起されており，一昨年 10 月には，実質的

に最初の平成 16 年改正法下における判決が東京地裁

で出された(5)。

また，各企業においては，上記した協議，開示，意

見の聴取を適切に行おうとすればするだけその負荷は

大きくなり，これは特許保有件数の多い電機会社にお

いて顕著である。一方，製薬会社においては，特許出

願数は少ないものの 1件のあたりの価値が高く，たま

たま特許出願に結びつき，商業化に成功した発明に研

究に携わった研究者は多額の対価が付与されるが，多

くの研究者及び研究補助者等はその対象とならない不

公平感が少なからずあり，従業員間に好ましくない状

況が生じているという。

さらに，そもそも特許を受ける権利を承継すること

による二重譲渡の問題も存在する。即ち，従業員があ

る企業で職務発明をなしたが，発明の届け出をせず，

その状態のままその企業を退職し，他の企業に転職し

た後転職先の企業にその発明の特許を受ける権利を譲

渡し，転職先企業で特許出願してしまうことが想定さ

れる。この場合，元の企業は自社における職務発明で

あるにも関わらず，特許法 34 条 1 項の規定によって，

その特許出願についての対抗要件を有さない。雇用の

流動化が避けられない状況になってきた昨今，この所

謂二重譲渡の問題は現実に起こりうる可能性が高まっ

ている。

このような産業界からの問題提起を受け，安倍政権

化における成長戦略の一環として，内閣官房知財戦略

本部や自由民主党政務調査会知財戦略調査会におい

て，上記した問題点を解消し，企業の競争力強化とイ

ノベーションの活性化を促すために，特許法 35 条の

再改正の必要性が示され，下記表 1のような過程を経

て，特許庁における 2年に及ぶ議論の末，今般の改定

に至った。

表１ 職務発明制度の改定に至る経緯

３．主要国の職務発明制度

職務発明について，米国のように特許法に何らの規

定も置かない国も存在するが，主要国のほとんどは表

2 に示す通り，何らかの規定を持つ。特許を受ける権

利が従業者に帰属し，予約承継により使用者等にその

権利を移転することができ，反対給付としての相当の

対価を使用者等が発明者に支払うとする国は主要国で

はドイツ・韓国くらいであり，欧州の多くの国では特

許を受ける権利は使用者等にあるとする。スイスで

は，発明者への金銭等の給付規定すらない。

表２ 主要国の職務発明制度

国 職務発明に係る権利の帰属・
承継等

職務発明に係る対
価等

ドイツ 発明に係る特許を受ける権利
は発明者が所有する。
職務発明をなした従業者は，
これを遅滞なく使用者に通知
する義務を負う。
使用者の従業者に対する権利
請求により，職務発明に係る
権利が使用者に移転する。
使用者が，従業者による職務
発明に係る通知の到達後 4か
月が経過するまでに請求権を
放棄をしなければ，その権利
を請求したものとみなす。

従業者は相当の対
価を求める権利を
有する。相当の対
価額の算定方法に
ついては，連邦労
働大臣の公布する
詳細なガイドライ
ンが定められてい
る。

イギリス 従業者のした職務発明は，使
用者に帰属する。

従業者は，使用者
に著しい利益をも
たらした発明又は
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特許について，裁
判所又は特許庁長
官に補償の裁定申
請が可能。

フランス 職務発明は，使用者に帰属す
る。

従業者が追加の報
酬を受ける条件
は，団体協約，就
業規則及び個々の
雇用契約によって
定められる。

スイス 職務発明は，使用者に帰属す
る。

法律上の規定な
し。当事者間の契
約に従う。

中国 職務発明の特許出願の権利
は，当該単位に帰属する。

特許権を付与され
た単位は，特許権
取得時に奨励を，
特許権を許諾又は
実施した場合に合
理的な報酬を，従
業者に支払う義務
がある。

韓国 発明者は，発明について特許
を受ける権利を有する。
従業員が職務発明を完成した
場合には，遅滞なくその事実
を使用者に文書で知らせなけ
ればならない。
使用者は，職務発明について
法定の通常実施権を有する。
使用者が，従業者からの職務
発明完成通知を受けてから 4
か月以内に，権利の承継の意
思を従業者に通知する。

従業者は正当な補
償を受ける権利を
有する。使用者
は，補償について
補償規定を作成し
なければならず，
規定の作成・変更
にあたり，従業者
と協議をしなけれ
ばならない。

米国 連邦制定法上，職務発明に関する規定なし。当事
者間の契約に従う。

４．改正法の内容

（１） 特許を受ける権利の帰属

今回の職務発明制度の改正については，産業構造審

議会特許制度小委員会（審議会）において平成 26 年 3

月 24 日より，同年 12 月 25 日まで 11回の審議を経て

最終決定されたものであり，その条文は表 3の通りで

ある（下線部が改正部分）が，以下にそのポイントに

ついて述べることとする。

表３ 改正された特許法 35条

第三十五条（職務発明）

使用者，法人，国又は地方公共団体（以下「使用者等」と

いう。）は，従業者，法人の役員，国家公務員又は地方公務員

（以下「従業者等」という。）がその性質上当該使用者等の業

務範囲に属し，かつ，その発明をするに至った行為がその使

用者等における従業者等の現在又は過去の職務に属する発明

（以下「職務発明」という。）について特許を受けたとき，又

は職務発明について特許を受ける権利を承継した者がその発

明について特許を受けたときは，その特許権について通常実

施権を有する。

２．従業者等がした発明については，その発明が職務発明

である場合を除き，あらかじめ，使用者等に特許を受ける権

利を取得させ，使用者等に特許権を承継させ，又は使用者等

のため仮専用実施権若しくは専用実施権を設定することを定

めた契約，勤務規則その他の定めの条項は，無効とする。

３．従業者等がした職務発明については，契約，勤務規則

その他の定めにおいてあらかじめ使用者等に特許を受ける権

利を取得させることを定めたときは，その特許を受ける権利

は，その発生した時から当該使用者等に帰属する。

４．従業者等は，契約，勤務規則その他の定めにより職務

発明について使用者等に特許を受ける権利を取得させ，使用

者等に特許権を承継させ，若しくは使用者等のため専用実施

権を設定したとき，又は契約，勤務規則その他の定めにより

職務発明について使用者等のため仮専用実施権を設定した場

合において，第三十四条の二第二項の規定により専用実施権

が設定されたものとみなされたときは，相当の金銭その他の

経済上の利益（次項及び第七項において「相当の利益」とい

う。）を受ける権利を有する。

５．契約，勤務規則その他の定めにおいて相当の利益につ

いて定める場合には，相当の利益の内容を決定するための基

準の策定に際して使用者等と従業者等との間で行われる協議

の状況，策定された当該基準の開示の状況，相当の利益の内

容の決定について行われる従業者等からの意見の聴取の状況

等を考慮して，その定めたところにより相当の利益を与える

ことが不合理であると認められるものであつてはならない。

６．経済産業大臣は，発明を奨励するため，産業構造審議

会の意見を聴いて，前項の規定により考慮すべき状況等に関

する事項について指針を定め，これを公表するものとする。

７．相当の利益についての定めがない場合又はその定めた

ところにより相当の利益を与えることが第五項の規定により

不合理であると認められる場合には，第四項の規定により受

けるべき相当の利益の内容は，その発明により使用者等が受

けるべき利益の額，その発明に関連して使用者等が行う負

担，貢献及び従業者等の処遇その他の事情を考慮して定めな

ければならない。

（２） 従業者帰属の原則は維持

産業界からは特許を受ける権利の従業者から法人へ

の根本的転換をすべきであるとする強い主張があった

ものの，審議会では中小企業，大学，公的研究機関に

おける職務発明について，一律に法人帰属とすること
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は好ましくないとの意見もあり，第 1 項，第 2 項をほ

ぼそのまま残し，基本的には特許を受ける権利がまず

従業者に帰属し，使用者等は予約承継によりその権利

を譲り受けることができるこれまでの枠組みが維持さ

れることになった。

（３） 使用者等への最初からの帰属も可能に

一方で，第 3 項において，「契約，勤務規則その他の

定めにおいてあらかじめ使用者等に特許を受ける権利

を取得させることを定めたときは，その特許を受ける

権利は，その発生したときから当該使用者等に帰属す

る。」との規定が置かれたことにより，社内ルールの整

備を条件に実質的に特許を受ける権利が最初から法人

帰属となる道が開かれた。これにより，企業等におい

ては，職務発明についての特許を受ける権利を従前ど

おり従業員に帰属させるか，或いは最初から法人に帰

属するようにするかは各企業等の意思による選択性と

なったといえる。なお，今般の改正法は平成 16 年改

正法と同様，遡及適用がないため，この改正法の適用

はその施行期日以降の特許出願からとなる。

（４） 相当の対価に代わる相当の金銭その他の経済

上の利益

産業界の当初の主張は，発明が最初から法人に帰属

するのであるから「相当の対価」なる概念はなくなり，

またそれに代わるものとしての発明者へのインセン

ティブは企業の自主性に任せ，法律で規定しないこと

とすべきであるというものであった。つまり，それぞ

れの企業のインセンティブ付与については，良い意味

での企業間の競争性を持たせるべきであり，魅力的な

インセンティブ策を提示した企業に優秀な発明者が集

まり，かつ定着率も高まり，その結果としてその企業

におけるイノベーションが活性化する。逆に，発明者

を軽視し，インセンティブ施策を充実させない企業に

は優秀な発明者は集まらないと考えられるので，法律

上の規定を無くしても，当然に企業は充実したインセ

ンティブ施策を採ろうとするとの主張であった。

しかしながら，審議会において，中小企業において

は，適切なインセンティブ施策を持つ社内ルールを策

定し，運用をすることが難しいところがあること，ま

たいわゆるブラック企業と称される企業では意識的に

社内ルールを策定しない，または劣悪な社内ルールを

策定し，従業者等に適切な還元を行えない（行わない）

企業もあるとの少なくない指摘があった(6)。その結

果，前述したように平成 16 年法の規定と変更のない

第 1 項，第 2 項に加えて第 3 項が置かれた関係から，

第 4 項において「相当の対価」が「相当の金銭その他

の経済上の利益」との文言に置き換えられて法定化さ

れた。なお，この「相当の経済上の利益」は「相当の

対価」を含む概念であるとされている。さらに，審議

会の検討結果をまとめた「我が国のイノベーション促

進及び国際的な制度調和のための知的財産制度の見直

しに向けて」(7)によれば，このように「相当の対価」が

「相当の金銭その他の経済上の利益」と表現が変更さ

れたとしても，その意味するところは，「現行の職務発

明制度における法定対価請求権と実質的に同等の権利

が保障されたことになる」と整理している。

よって，最初から特許を受ける権利が企業に帰属す

ることを選択する企業においては，企業がその発明者

に対し，改正法に基づいてインセンティブ施策として

の「相当の経済上の利益」を発明者に付与する社内

ルールを策定する場合，これまでの「相当の対価」と

しての報奨と実質的に大きく異なる内容，特に報奨レ

ベルを引き下げるような内容に変更するにおいては，

合理性を担保するためにあとに述べる「開示，協議，

意見の聴取」をしっかりと行なう必要があることに注

意を要する。

（５） 手続きの適正性

前述した法定の「相当の経済上の利益」の適正性に

ついて，改正法は現行法を踏襲し，第 5 項及び第 7 項

において，手続きの適正性を重視する考え方を維持し

ている。即ち「相当の経済上の利益」の付与にあたっ

ては，「相当の経済上の利益の内容を決定するための

社内ルールの策定に際して使用者等と従業者等との間

で行われる協議の状況，策定された当該基準の開示の

状況，相当の利益の内容の決定について行われる従業

者等からの意見の聴取の状況等を考慮」して「相当の

利益」を決定・付与することとし，その付与するとこ

ろが不合理であってはならないとしている。よって，

発明者への「相当の経済上の利益」の付与にあたって

は，企業はこれまでと同様の作業を行なう必要があ

る。

（６） 指針の位置づけ

前記したように現行規定の第 4 項，第 5 項にあたる

手続き規定がほぼそのまま改正法の第 5 項，第 7 項に

引き継がれたため，手続きの適正性を担保するために

利用できる「指針」を政府が策定し，かつ法的に根拠

のあるものとして条文に表記すべきであるとの強い主
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張が産業界からなされた。この主張に沿って「経済産

業大臣は，発明を奨励するため，産業構造審議会の意

見を聴いて，前項の規定により考慮すべき状況等に関

する事項について指針を定め，これを公表するものと

する。」との第 6 項が置かれた。これにより，企業がそ

の指針に沿った手続きを行って付与した「相当の経済

上の利益」は裁判所においても不合理と判断されるこ

とがない，言い換えれば「相当の経済上の利益」の合

理性についての予見可能性を高めることが可能となっ

たといえよう。「指針」の法的位置づけが明確となっ

たことにより，現行の「事例集」のように法律的に根

拠のないものと異なり，裁判所においても規範性のあ

るものとして取り扱われることが期待されるところで

ある。

冒頭に述べたように，平成 27 年 12 月に「指針」案

が公表され，パブリックコメントを経て，修正された

ものが特許庁のホームページに掲載されている。この

「指針」案は改正法の施行日である本年 4月 1日以降，

審議会の最終確認を経た後，遅滞なく経済産業大臣に

より「指針」として告示される予定である。「指針」案

の内容についてはその概要を後述する。

５．改正法運用における課題

（１） 秘匿発明

前記した平成 27 年知的財産高等裁判所判決（平成

26 年(ネ)第 10126号）によれば，その判決文中に，「こ

の独占的利益は，法律上のものに限らず，事実上のも

のも含まれるから，発明が特許権として成立しておら

ず，営業秘密又はノウハウとして保持されている場合

であっても，生じ得る。」との判示がある。しかしなが

ら，権利範囲が特許権のようには定まっていない秘匿

発明について，独占的利益が存在するのか，またそれ

に基づく超過利益を認めるべきなのか疑問があると考

える。これは改正法に固有の問題ではないが，改正法

に対応するよう社内規程の改定を行なう際に一考を要

する。一つの考え方として，従業者から発明の届け出

があり，その発明にノウハウ的要素が高いとして特許

出願しないものについては，秘匿することを決定した

際に発明活動のインセンティブとして一定の金銭の支

払いを行なうことが考えられる。

（２） 中小企業における対応

大企業の多くは，職務発明についての社内規程が整

備されており，この改正法に対応することもさほど困

難なことではないと考えられるが，中小企業での法人

帰属制度の利用については容易なことではないかもし

れない。まず，最初から法人帰属とするための社内規

程の策定を行い，さらに従業員との協議や開示，さら

には意見の聴取などの手続きを相当のレベルで充たさ

ねばならない。しかしながら，職務発明について特許

を受ける権利の法人帰属制度は中小企業の経営者にこ

そメリットがあると考えられ，このために，官民協力

して支援制度を構築し，運用していく必要がある。実

際，特許庁では中小企業向けの手引書や Q&Aなどの

ツールを用意しており，さらには説明会なども頻繁に

開催する予定と聞いている。これに加えて，日本弁理

士会や日本商工会議所，日本知的財産協会なども積極

的に中小企業をサポートする活動を行なうことが望ま

れる。

６．「指針」（ガイドライン）案の概要

（１） 目的

今回の職務発明制度の改正のポイントの一つに指針

の制定がある。この指針は，35 条 6 項の条文にある通

り，最終的な目的は発明を奨励することにある。この

ために，指針では，相当の経済上の利益を付与するこ

とが不合理であると認められるか否かの判断に係る予

見可能性を高めるべく，使用者等と従業者等が行うべ

き手続の種類と程度を明確化することに注力してい

る。

（２） 構成

この指針は，大きく分けて第 35 条第 5 項に規定さ

れる手続き，すなわち「相当の利益の内容を決定する

ための基準の策定に際して使用者等と従業者等との間

で行われる協議の状況，策定された当該基準の開示の

状況，相当の利益の内容の決定について行われる従業

者等からの意見の聴取の状況」についての適正な在り

方とそれ以外の事項についての解説から構成されてい

る。

（３） 手続きの適正性

「協議」「開示」「意見の聴取」に分けて，手続きの適

正性について解説しており，具体的な態様を挙げてそ

れぞれについての適正性を検討し，その上で不合理か

どうかの判断として，「不合理性を肯定する方向に働
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く」，或いは「不合理性を否定する方向に働く」等との

記載方法をとっている。

① 協議

ａ．協議の対象者

協議の対象となる従業者等とは，社内ルールが

適用される従業者等である。経済上の利益につい

ては，経済的価値を有すると評価できるものでな

ければならず，たとえば表彰のように発明者に対

して名誉のみを付与するものは経済的価値を有す

ると評価できない。

ｂ．協議の方法

協議の方法については，特定の方法をとらなけ

ればならないという制約はない。従業者等が代表

者を通じて話合いを行うことも，使用者等が代理

人を通じて話合いを行うことも協議と評価でき

る。次のような例を挙げ，協議が適正になされた

と考えられる場合を示している。

（例） 社内ルールの策定に関し使用者等と話合い

を行うことについて，労働組合の代表者が当

該労働組合に加入している従業者等を正当に

代表している場合には，その代表者と使用者

等との話合いは，当該労働組合に加入してい

る従業者等と使用者等との間の協議と評価さ

れる。代表者がある従業者等を正当に代表し

ていない場合には，その話合いは，当該従業

者等と使用者等との間の協議とは評価されな

い。この場合，協議があったものと評価され

るためには，通常は，代表者によって代表さ

れていない当該従業者等の求めに応じて個別

に話合いが行われることが必要と考えられ

る。従業者等が代表者を通じて話合いを行う

場合に，その代表者がある従業者等を正当に

代表しているとは，当該従業者等が，当該代

表者に対して使用者等との協議について委任

していることをいう。これは，明示的な委任

のみならず，黙示の委任であってもよいと考

えられる。

（例） ある代表者が特定の従業者等を代表して使

用者等と協議を行うことについて，当該従業

者等が事前に通知を受けていながら異論を唱

えなかった場合には，当該従業者等が協議す

る権限を黙示的に委任していると評価できる

場合もあるものと考えられる。社内ルールに

より相当の利益を従業者等に与える際，金銭

以外の相当の利益を従業者等に与える場合

は，金銭以外の相当の経済上の利益として具

体的に何が従業者等に与えられることになる

のか，使用者等は従業者等に理解される程度

に示す必要がある。すなわち，使用者等は前

述した協議，開示，意見の聴取等の手続きを

行う際，金銭以外の相当の経済上の利益とし

て与えるものを従業者等に理解される程度に

具体的に示して当該手続きを行う必要があ

る。

ｃ．協議の程度

協議は，使用者等と社内ルールが適用される従

業者等又は従業者等の代表者との間で行われる話

合いを意味するが，その話合いの結果，使用者等

と従業者等又は従業者等の代表者との間で策定さ

れる社内ルールについて合意をすることまで含ん

でいるものではない。従って，合意に至らなかっ

たとしても，そのことだけをもって，直ちに不合

理性の判断における協議の状況について不合理性

を肯定する方向に働くことはない。このような場

合でも，使用者等と当該従業者等との間におい

て，実質的に協議が尽くされたと評価できるとき

には，その協議の状況としては不合理性を否定す

る方向に働くものと考えられる。使用者等と従業

者等との間で，実質的な話合いが十分に尽くされ

たにもかかわらず，意見の相違が解消されず，そ

れぞれの主張が対立したまま協議が行き詰まって

いるような場合には，使用者等からその時点で協

議を打ち切ったとしても，不合理性の判断におけ

る協議の状況としては，必ずしも不合理性を肯定

する方向に働くことはない，とする。

② 開示

「開示」とは，策定された社内ルールを従業者等に

対して提示すること，すなわち社内ルールの適用対

象者である従業者等がそのルールを見ようと思えば

見ることができる状態にすることを意味すると定義

する。そして，「開示の対象者」「開示の方法」「開示

の程度」に区分してその在り方を説明している。

ａ．開示の対象者

開示を受ける対象者は，基準が適用される従業

者等である。開示は，基準を外部へ公表しなけれ

ばならないわけではない。もっとも，基準を外部
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へ公表することは，潜在的な従業者等（例えば，

採用内定者。）に対する開示になり得る。

ｂ．開示の方法

開示の方法については，特定の方法をとらなけ

ればならないという制約はない。従業者等が社内

ルールを見ようと思えば見られるような措置がと

られていれば，不合理性の判断における開示の状

況としては，不合理性を否定する方向に働く。イ

ントラネットで開示する場合，個人用の電子機器

を与えられていない従業者等であっても，共用の

電子機器を使用して容易に当該イントラネットを

閲覧することができる環境にある等，当該従業者

等が基準を見ようと思えば見られるような状況に

あると認められる場合には，不合理性の判断にお

ける開示の状況としては，不合理性を否定する方

向に働く。

従業者等に行う適正な開示としては，例えば，

次に掲げる方法が考えられるとする。

イ 従業者等の見やすい場所に掲示する方法

ロ 社内ルールを記載した書面を従業者等に交付

する方法（電子メールや社内報等による配信を

含む。）

ハ 従業者等が常時閲覧可能なイントラネットに

おいて公開する方法

ニ インターネット上のウェブサイトにおいて公

開する方法

ホ 社内ルールを記載した書面を，社内の特定部

署に保管し，従業者等の求めに応じて開示する

方法

ｃ．開示の程度

社内ルールが開示されていると言えるために

は，相当の利益の内容，付与条件その他相当の利

益の内容を決定するための事項が具体的に開示さ

れている必要がある。

③ 意見の聴取

「意見の聴取」とは，職務発明に係る相当の経済上

の利益について定めた社内ルールに基づいて，具体

的に特定の職務発明に係る相当の利益の内容を決定

する場合に，その決定に関して，当該職務発明をな

した従業者等から意見（質問や不服等を含む）を聴

くことを意味すると定義し，「意見の聴取の対象者」

「意見の聴取の方法」「意見の聴取の程度」について

次のように解説している。

ａ．意見の聴取の対象者

意見の聴取の対象である従業者等とは，社内

ルールが適用される従業者等である。

ｂ．意見の聴取の方法

意見の聴取の方法については，特定の方法をと

らなければならないという制約はない。意見の聴

取の時機については，あらかじめ従業者等から意

見を聴取した上で相当の利益の内容を決定すると

いう場合であっても，使用者等において一旦社内

ルールに基づき決定した相当の利益を従業者等に

与えた後に，当該従業者等に相当の利益の内容の

決定について意見を求め，又は意見表明の方法を

伝えて，意見が表明されればそれを聴取するとい

う場合であっても，意見の聴取がなされたと評価

される。同一の使用者等に係る複数の従業者等が

共同発明をした場合における意見の聴取の状況

は，当該共同発明をした従業者等（以下「共同発

明者」という。）ごとに不合理性の判断がなされ

る。意見の聴取の方法としては，共同発明者にそ

れぞれ意見を聴取する方法のみならず，共同発明

者からまとめて意見を聴取する方法や，共同発明

者の代表者を通じて意見を聴取する方法も含まれ

る。ただし，各共同発明者から意見を聴取するこ

となく，代表者を通じて意見を聴取する場合に

は，代表者が各共同発明者を正当に代表している

とき又は各共同発明者に代表者を通じないで意見

を表明する機会が担保されているときは，意見の

聴取がなされたと評価される。

ｃ．意見の聴取の程度

意見の聴取については，従業者等からの意見に

対して使用者等は真摯に対応する必要がある。例

として，従業者等から使用者等に対して提出され

た意見に対して使用者等が回答を全く行っていな

い場合には，不合理性の判断に係る意見の聴取の

状況としては，不合理性を肯定する方向に働くも

のと考えられる。意見の聴取は，その結果として

相当の利益の内容の決定について使用者等と従業

者等との間で個別の合意がなされることまでを求

めているものではない。このため，合意に至らな

かったとしても，そのことだけをもって，直ちに

不合理性の判断に係る意見の聴取の状況について

不合理性を肯定する方向に働くことはない。従業

者等から聴取した意見については，使用者等にお
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いて真摯に検討し，必要に応じて再度相当の利益

の内容を決定し直すことが望ましい。また，意見

の聴取の方法の一つとして，使用者等と従業者等

との間で相当の利益の内容の決定について見解の

相違が生じた場合に備えて，相当の利益の内容の

決定について社内の異議申立制度を整備すること

が考えられる。なお，相当の利益の付与に関する

通知を従業者等に送付する際に異議申立窓口の連

絡先も併せて通知する等，従業者等に周知徹底す

ることは，社内の異議申立制度が有効に機能する

ことを担保することとなり，不合理性の判断に係

る意見の聴取の状況としては，不合理性をより強

く否定する方向に働くものと考えられる。

（４） その他の事項

その他の事項として，「金銭以外の相当の経済上の

利益」「新入社員等に対する手続き」「退職者に対する

手続き」「社内ルールを改訂する場合の手続き」につい

て適正と考えられるあり方を示している。

① 金銭以外の相当の経済上の利益

今回の改正で「相当の対価」が「相当の経済上の

利益」とされたことにより，使用者等が従業者等に

金銭以外の経済上の利益を付与することが可能であ

ることを明らかにしている。

その条件として，次の 3点を示している。

ⅰ．経済上の利益については，経済的価値を有す

ると評価できるものでなければならず，たとえ

ば表彰のように発明者に対して名誉のみを付与

するものは経済的価値を有すると評価できな

い。

ⅱ．相当の利益の付与は，従業者等が職務発明を

なしたことに対するものでなければならない。

従って，従業者等が職務発明をなしたことと関

係なく与えられた金銭以外の経済上の利益はこ

の 35 条にいう相当の経済上の利益にあたらな

い。

ⅲ．社内ルールにより相当の利益を従業者等に与

える際，金銭以外の相当の利益を従業者等に与

える場合は，金銭以外の相当の経済上の利益と

して具体的に何が従業者等に与えられることに

なるのか，使用者等は従業者等に理解される程

度に示す必要がある。すなわち，使用者等は前

述した協議，開示，意見の聴取等の手続きを行

う際，金銭以外の相当の経済上の利益として与

えるものを従業者等に理解される程度に具体的

に示して当該手続きを行う必要がある。

また，金銭以外の相当の経済上の利益の例とし

て，次のようなものを示している。

ⅰ．使用者等が金銭等を負担する留学の付与

ⅱ．ストックオプションの付与

ⅲ．金銭的処遇の向上を伴う昇進・昇格

ⅳ．法令及び就業規則所定の日数・期間を超える

有給休暇の付与

ⅴ．職務発明に係る特許権についての専用実施権

の設定又は通常実施権の許諾

が挙げている。

審議会の議論の場では，上記以外にも「研究設備

の増強」や「研究費の増額」なども提示されていた

が，この指針では例から除外されている。

② 新入社員等に対する手続き

新入社員や中途採用者（新入社員等という）に，

既に策定されている社内ルールを適用し，相当の経

済上の利益を付与する際の適正と考えられる手続き

を示している。

ａ．新入社員等

ⅰ．既に策定されている社内ルールに基づい

て，使用者等と雇用関係を結ぶ前に社内ルー

ルが策定されていたために協議の相手方と

なっていなかった新入社員等との間で話し合

いを行った場合には，不合理性の判断に係る

当該新入社員等との協議の状況については，

不合理性を否定する方向に働く。

ⅱ．当該話し合いの結果，使用者等と新入社員

等との間で，すでに策定されている社内ルー

ルを適用して相当の経済上の利益の内容を決

定することについて合意に至った場合には，

不合理性の判断に係る協議の状況について

は，不合理性をより強く否定する方向に働

く。

ⅲ．従業者等との協議を通じて策定した社内

ルールが既に運用されているという実態及び

当該社内ルールが安定的に運用されることが

従業者等の全体にとって有益であるというこ

とに鑑みると，その社内ルールをそのまま適

用することを前提に使用者等が新入社員等に

対して説明を行うとともに，新入社員等から
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質問があれば回答するという方法も，使用者

等が新入社員との間で社内ルールに関して行

う話し合いの一形態であり，新入社員等との

協議の状況について不合理性が否定される方

向に働く。

ｂ．派遣労働者

派遣労働者については，派遣元企業，派遣先企

業，派遣労働者といった関係当事者間で職務発明

の取り扱いについて契約等の取り決めを行なって

おくことが望ましい。

③ 退職者に対する手続き

職務発明の相当の利益に関わる訴訟が，会社を退

職した元従業員等から提起されていることから，企

業にとって退職者が発明者である発明について，事

業の実施において超過利益をもたらすものと判断さ

れる場合，その退職発明者に対して退職後において

も相当の対価として実績報奨等を支払っている。こ

の手続きにおいて，退職者が住所変更していたり，

或いは死去していて相続人があるような場合，それ

らを特定して支払いを継続することは企業にとって

かなりの負荷となっている。この退職者に対する相

当の経済上の利益の付与について，指針は次のよう

に述べる。

ａ．相当の経済上の利益の内容の決定方法

社内ルールに定める相当の利益の内容が特定の

方式で決定されなければならないという制約がな

いことに鑑みると，退職者に対して相当の利益を

退職後も付与し続けるという方法だけでなく，特

許等登録時や退職時に相当の経済上の利益を一括

して与える方法も可能であるとする。

ｂ．意見の聴取

退職者に対する意見の聴取については，退職後

だけではなく，退職時に行うことも可能とする。

例として，退職時の経済上の相当の利益の扱いに

ついてあらかじめ社内ルールに規定している場合

において，そのルールに従った相当の経済上の利

益の内容の決定に際して，退職時に従業者等から

意見を聴取し，それを踏まえて相当の利益の内容

を決定して与えた場合には，当該従業者等に対す

る意見の聴取話されたものと評価されうる。

④ 社内ルールを改定する場合の手続き

会社の経営に変更があったり，職務発明訴訟に係

る新たな判断が示されたり，さらには職務発明制度

に関わる法令の改正があったりして，社内ルールを

改定する場合が考えられる。その場合の適正と考え

られる手続きを示している。

ａ．社内ルールを改定する際の手続きのあり方

社内ルールの改定は，改定される部分について

は新たなルールを策定することと同様である。

従って，不合理性の判断において，不合理性が否

定される方向に働くようにするためには，ルール

の改訂に際しても従業者等の意見が踏まえられる

よう，実質的に改定される部分及び改定により影

響が生じる部分について，使用者等と従業者等の

間で協議を行うことが必要である。

ｂ．改定後の社内ルールの適用基準

職務発明に係る権利が使用者等に帰属した時点

で相当の経済上の利益の請求権が当該職務発明を

した従業者等に発生するため，その時点以後に改

定された社内ルールは，改定前に使用者等に帰属

した職務発明について，原則として適用されな

い。但し，使用者等と従業者等との間で，改定さ

れた社内ルールを改定前に使用者等に帰属した職

務発明に適用して相当の利益を与えることについ

て，別途個別に合意している場合には，改定後の

基準を実質的に適用することは可能であると考え

られる。また，改定後の社内ルールを改定前に使

用者等に帰属した職務発明について適用すること

が従業者にとって不利益とならない場合は，改定

前に帰属した職務発明に係る相当の利益につい

て，改定後の社内ルールを適用することは許容さ

れるものと考えられる。

７．まとめ

企業の研究・開発の成果として創作された価値ある

技術的情報（発明）について，公開する代償として排

他的権利である特許権を得，これを活用して利益を得

ることはグローバル競争下に置かれている企業にとっ

て，益々重要な施策となってきている。その際に，企

業と発明者である従業者等との間で特許の活用により

もたらされる超過利益を巡る争いが生じている現状は

両者にとって誠に不幸であると言わざるを得ない。今

回の改正により，特許を受ける権利が最初から企業に

帰属する道が開かれたわけであるが，「相当の利益」の

付与のための手続きを「指針」を利用して適正に行う

ことにより不合理性が排除され，不幸な争いを避ける
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ことができるよう，各企業の最大限努力による社内

ルールの整備が強く望まれる。
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(1)特許ホームページ
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